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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting

 have Grade B or C selling in the

Kanto・Koushinetsu district, in terms of
the qualification for participating in ten‑

ders by Ministry of Land, Infrastructure,

Transport and Tourism (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal year 2022／2023／2024.
 not be under suspension of nomination

by Director of the Budget and Accounts

Division, Minister's Secretariat, Ministry

of Land, Infrastructure, Transport and

Tourism.

 acquire the electric certificate in case

of using the Electric procurement system

https://www.geps.go.jp/

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 6th, De‑

cember, 2022

 Contact point for the notice : Takahashi

Keiko, General Affairs Division, Road

Transport Bureau Ministry of Land, Inf‑

rastructure, Transport and Tourism 21
3 Kasumigaseki, Chiyodaku, Tokyo 100
8918 Japan, TEL 0352538111 ex. 41113

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和４年 10 月 13 日
分任支出負担行為担当官 九州地方整備局

佐賀国道事務所長 沓掛 孝

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 41
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量
佐賀国道事務所浪瀬トンネル外５箇所で使
用する電気
 浪瀬トンネル外３箇所
契約電力157kW
予定使用電力量996800kWh

 唐津維持出張所
契約電力46kW
予定使用電力量176400kWh

 養母田トンネル
契約電力58kW
予定使用電力量283600kWh
ただし、各月の契約電力は当該需要場所に
おけるその１月の最大需要電力と前11ヶ月の
最大需要電力のうち、いずれか大きい値とす
る。
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 令和５年２月１日から令和７年
１月31日迄
 納入場所 入札説明書による。
 入札方法 入札金額は、各社において設定
する契約電力に対する単価（kW単価、同一
月においては単一のものとする。）及び使用電
力量に対する単価（kWh単価夏季料金とそ
の他季料金等の設定がある場合は、それぞれ
の単価を記載すること。その他の割引料金等
がある場合はその内訳を併せて記載するこ
と。）及び蓄熱電力量に係る割引がある場合は
割引単価（kWh単価）を入札書に記載する
こと。また、落札決定にあたっては当事務所
が提示する契約電力及び予定使用電力量の総
価を比較対象とするので、単価と合わせて総
価を入札書に記載すること。なお、入札書に
記載する金額の算定にあたっては、力率割引
又は割増、発電費用等に係る燃料価格変動の
調整額、離島ユニバーサルサービス調整額及
び電気事業者による再生可能エネルギー電気
の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は
考慮しないこととする。
落札決定にあたっては、入札書に記載され
た金額をもって落札価格とするので、消費税
及び地方消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、消費税及び地方
消費税に相当する金額を含めて見積もった金
額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている者であるこ

と。
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 開札までに令和04・05・06年度一般競争
（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「物
品の製造」又は「物品の販売」のＡ、Ｂ又は
Ｃ等級に格付けされた九州・沖縄地域の競争
参加資格を有する者であること。
一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統
一資格）の申請の時期及び場所については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和４年
３月31日付官報）に記載されている時期及び
場所で申請を受け付ける。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申し立てがなされていな
い者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申し立てがなされて
いない者（競争参加者の資格に関する公示に
基づく再申請の手続きを行った者を除く。）で
あること。
 競争参加資格確認申請書及びその添付書類
（以下「申請書等」という。）の提出期限の日
から開札の時までの期間に、九州地方整備局
長から指名停止を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団が実質的に経営を支
配する者またはこれに準ずるものとして、国
土交通省発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 本調達案件に事業協同組合として申請書等
を提出した場合、その構成員は、単体として
申請書等を提出することはできない。
 入札に参加しようとする者の間に以下の基
準のいずれかに該当する関係がないこと。
 資本関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。
 子会社等（会社法（平成17年法律第86
号）第２条第３号の２に規定する子会社
等をいう。において同じ。）と親会社等
（同条第４号の２に規定する親会社等を
いう。において同じ。）の関係にある場
合
 親会社等を同じくする子会社等同士の
関係にある場合

 人的関係
以下のいずれかに該当する二者の場合。
ただし、については、会社等（会社法施
行規則（平成18年法務省令第12号）第２条

第３項第２号に規定する会社等をいう。以
下同じ。）の一方が民事再生法（平成11年法
律第225号）第２条第４号に規定する再生
手続が存続中の会社等又は更生会社（会社
更生法（平成14年法律第154号）第２条第
７項に規定する更生会社をいう。）である場
合を除く。
 一方の会社等の役員（株式会社の取締
役（指名委員会等設置会社にあっては執
行役）、持分会社（合名会社、合資会社
若しくは合同会社をいう。）の業務を執行
する社員、組合の理事又はこれらに準ず
る者をいう。以下同じ。）が、他方の会社
等の役員を現に兼ねている場合
 一方の会社等の役員が、他方の会社等
の民事再生法第64条第２項又は会社更生
法第67条第１項の規定により選任された
管財人（以下単に「管財人」という。）
を現に兼ねている場合
 一方の会社等の管財人が、他方の会社
等の管財人を現に兼ねている場合

 その他の入札の適正さが阻害されると認
められる場合
組合とその構成員が同一の入札に参加し
ている場合その他上記又はと同視しう
る資本関係又は人的関係があると認められ
る場合。

 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、入札
説明書に記載する基準を満たすこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書及び申請書等の提出場所、契約条項
を示す場所及び問い合わせ先
〒8490924 佐賀県佐賀市新中町５10
国土交通省九州地方整備局佐賀国道事務所経
理課 河野 浩二 電話0952371071 内
線225
 入札説明書の交付方法及び交付場所
 交付方法
交付場所での手交、電子メール又は郵送
等による交付とし、郵送等による交付は郵
送料等を別に必要とする。電子メール又は
郵送等を希望する場合は交付場所に問い合
わせを行うこと。また、交付を受けた入札
説明書等については、第３者への受渡を
行ってはならない。
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